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炭素繊維強化樹脂（Carbon Fiber Reinforced Polymer: CFRP）板を用いたり，写真 1.2に示す
ような炭素繊維シート 7)や炭素繊維ストランドシートといったフレキシブルな繊維材料を
  













写真 1.4 は曲げモーメントを受ける鋼部材に対して当て板接着補強を行った施工事例 5)，
9)である．この施工事例では，設計荷重の変更に対応するために，横桁に対して当て板接着





















































































































   
 (a) ボルトによる固定 (b) シート巻き立て 
図 1.2 当て板端部の機械的固定方法 
   
 (a) テーパー処理 (b) リバーステーパー処理 
   
 (c) フィレット処理 (d) 低弾性接着剤 



















































   
 (a) 段差状接着 (b) 部分的な緊張力の導入 
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)(   (2.1)  
 
図 2.1 軸力を受ける当て板接着鋼部材 
 
























































)(   (2.3)  
ここに，  
 pb  ：当て板の幅（接着幅）， 
 )(xN s  ：鋼部材に生じる軸力， 
 )(xN p  ：当て板に生じる軸力， 










)()(    (2.4)  
ここに， 
 pd  ：当て板の図心から当て板の接着面までの距離， 















y   (2.6)  
ここに，  
 eG  ：接着剤のせん断弾性係数， 
 eE  ：接着剤の弾性係数， 
 h  ：接着剤の厚さ， 
 )(xu s  ：鋼部材の水平変位， 
 )(xupl  ：当て板接着面の水平変位， 
















































 sE  ：鋼部材の弾性係数， 
 pE  ：当て板の弾性係数， 
 sA  ：鋼部材の断面積， 
 pA  ：当て板の断面積， 
 sI  ：鋼部材の断面二次モーメント， 
 pI  ：当て板の断面二次モーメント． 
式(2.1)～(2.4)，(2.7)，(2.8)で示した連立微分方程式を解くことによって，接着剤に生じる
せん断応力 )(x と垂直応力 )(xy が得られる． 
この連立微分方程式に対して，幾何学的条件を用いることで鋼部材の軸力に関する微分
方程式と当て板のせん断力に関する微分方程式の２つに分けて解く近似的解法 1)，2)と，ひ







PxNxN ps  )(2)(  (2.9)  
ここに， 






































































































  (2.13)  
式(2.11)で示した鋼部材の軸力に関する微分方程式の一般解は次式となる． 
 PxcXxcXxN aas 021 )cosh()sinh()(   (2.14)  
ここに， 1X および 2X は鋼部材の軸力に関する未定係数であり，境界条件から決定される．  
式(2.1)に式(2.14)を代入すると，接着剤に生じるせん断応力は次式となる．  
 





a   (2.15)  
一方，式(2.8)を xに関して 1階微分し，(2.1)および(2.3)を用いて整理すると，次式で示す

























  (2.17)  
式(2.16)の一般解は次式となる．  
        
       






























  (2.19)  

















































































































 (2.21)  
























)(   (2.23)  
ここに， 
 py  ：当て板の図心からの距離． 
鋼部材の両面に当て板を接着する場合，鋼部材が切断されている場合および鋼部材に断
面欠損がある場合の未定係数 1X ， 2X および 1Y ～ 4Y を次に記す．  
(a) 鋼部材の両面に当て板を接着した場合 
図 2.1に示したように，両面に当て板が接着された鋼部材が引張荷重を受けるとき，当て
板の両端部で鋼部材に生じる軸力が Pとなる条件（ PlN s )( ）および，当て板中央で接着
剤に生じるせん断応力が 0となる条件（ 0)0(  ）から，鋼部材の軸力に関する未定係数が
次式のように決定される．  










  (2.25)  
ここに， 
 l  ：当て板の半長さ． 
また，当て板の端部で当て板のせん断力および曲げモーメントが0となる条件（ 0)( lVp ，
-18- 
 


































































































  (2.27)  



















   (2.29)  
当て板の半長さ lが十分に長いとき )( l ， 0)cosh(1 lca となることから，式(2.14)を
式(2.22)に代入して得られる当て板中央の鋼部材に生じる応力 )0(s と，式(2.9)の関係から


































  (2.31)  
式(2.30)および式(2.31)は鋼部材と当て板が完全合成されている仮定したときの応力とな
っている． 



















































直応力 )(ly は，接着剤に生じるせん断応力 )(l に断面寸法や材料定数から決定される係数
 












当て板の両端部で鋼部材に生じる軸力が Pとなる条件（ PlN s )( ）および，鋼部材の切断













  (2.34)  
 PX 02   (2.35)  
また，当て板の端部で当て板のせん断力および曲げモーメントが0となる条件（ 0)( lVp ，
0)( lM p ）および，鋼部材の切断縁で当て板のせん断力とたわみ角が 0 となる条件
（ 0)0( pV ， 0)0(

















































































































































































































 (2.37)  






















 (2.39)  
当て板の接着長さ l が十分に長いとき，当て板端部の位置の接着剤に生じるせん断応力



























































図 2.4に示すように，鋼部材が中央から dl の範囲にわたって上下左右対称に断面欠損を有
するとき，断面欠損部 )0( dlx  および断面欠損のない部分 )( lxld  に対してそれぞれ，
鋼部材の軸力および当て板のせん断力に関する微分方程式が与えられる．  
 























 (2.42)  
 
 
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  (2.45)  
 




























  (2.47)  
 dl  ：鋼部材の断面欠損部の半長さ， 
 sdA  ：断面欠損部の鋼部材の断面積， 
 dh  ：断面欠損部の接着剤の厚さ． 
当て板の両端部で鋼部材に生じる軸力が Pとなる条件（ PlN s )( ），断面欠損端部で当
て板の軸力と接着剤のせん断変位が連続する条件および，当て板中央で接着剤に生じるせ
ん断応力が 0となる条件（ 0)0(  ）から，鋼部材の軸力に関する未定係数が次式のように
決定される．  













dd )tanh(3   (2.50)  














 (2.52)  
 nl  ：当て板の端部から断面欠損端部までの長さ )( dll  ．  
また，当て板の端部で当て板のせん断力および曲げモーメントが 0となる条件（ 0)( lVp ，









 (2.53)  
 
 TYYYYYY 876521Y  (2.54)  







































































































































































































































































































































































































ここに， )(),(),(),( ・・・・ CHSHCS はそれぞれ )cosh(),sinh(),cos(),sin( ・・・・ を示す．  
当て板端部から断面欠損端部の長さ nl が十分に長いとき，当て板の両端の接着剤に生じ

















































































































  (2.66)  
ここに，  
 )(xsN  ：鋼部材に生じる軸力によるひずみ， 
 )(xpN  ：当て板に生じる軸力によるひずみ， 
 )(xp  ：当て板に生じるせん断力によるひずみ， 
 )(xpM  ：当て板に生じる曲げモーメントによるひずみ， 
 )(xey  ：接着剤の垂直ひずみ， 
 )(xe  ：接着剤のせん断ひずみ， 
 'pA  ：当て板のせん断有効断面積．  




















  (2.68)  
式(2.61)～(2.65)，(2.67)，(2.68)の連立微分方程式をベクトルおよび行列で表すと次式とな









  (2.69)  
ここに，  














































































































































1  (2.75)  




bF  (2.76)  








 Cε )()( xYx   (2.78)  
ここに，  
 
1)(  TTexY x  (2.79)  





























 i ： 係数行列 aA の i番目の固有値， 








Y  (2.82)  
ここに，  
 0Y ： )(xY に境界条件の位置を与えて得られる行列， 









で鋼部材のひずみが )( ss AEP となる条件，当て板の軸力，せん断力および曲げモーメント
によるひずみが 0 となる条件，当て板中央で当て板のせん断力，たわみ角および接着剤の
せん断ひずみが 0 となる条件から，未定係数ベクトルCを構成する行列 0Y およびベクトル




























































0 )( 0ε  (2.84)  
ここに， ijlY )( および ijY )0( は， )(xY にそれぞれ lx  および 0x を代入して得られる 7×7
の正方行列の i行 j列の成分である．  
 (b) 鋼部材中央が切断されている場合 
図 2.3に示すように，中央で切断されている鋼部材の両面に当て板が接着されているとき，
当て板端部で鋼部材のひずみが )( ss AEP となる条件，当て板の軸力，せん断力および曲げ
モーメントによるひずみが 0 となる条件，当て板中央で鋼部材の軸力，当て板のせん断力
およびたわみ角が 0となる条件から，未定係数ベクトルCを構成する行列 0Y およびベクト
-26- 
 




























































0 )( 0ε  (2.86)  
(c) 鋼部材に断面欠損がある場合 
図 2.4 に示すように，中央から dl の範囲にわたって断面欠損を有する鋼部材の両面に当
て板が接着されているとき，鋼部材の断面欠損部および，鋼部材に断面欠損がない部分に
対して，式(2.69)で示した鋼部材，当て板および接着剤のひずみに関する連立微分方程式が
成り立つ．ただし，鋼部材の断面欠損部 )0( dlx  では，式(2.73)～(2.77)に含まれている sA ，
























































ddd TeTxY  (2.90)  



























  (2.92)  
ここに， 
 )(xsdN   ：断面欠損部の鋼部材に生じる軸力によるひずみ， 
 )(xpdN  ：断面欠損部の当て板に生じる軸力によるひずみ， 
-27- 
 
 )(xpd   ：断面欠損部の当て板に生じるせん断力によるひずみ， 
 )(xpdM  ：断面欠損部の当て板に生じる曲げモーメントによるひずみ， 
 )(xeyd   ：断面欠損部の接着剤の垂直ひずみ， 
 )(xed   ：断面欠損部の接着剤のせん断ひずみ， 
 'pdA   ：断面欠損部の当て板のせん断有効断面積， 
 148 ～   ：断面欠損部の係数行列の 8～14番目の固有値， 
 148 aa ～   ：係数行列 aA の 8～14番目の固有値に属する固有ベクトル． 
































































































































0 )( 0ε  (2.94)  
 












剤層は図 2.5(b)に示すように 0.05×0.05mmとなるように細かく要素を分割した． 
























母材鋼板 50 12.0 200 74.0 0.30 
当て板 50 9.0 200 74.0 0.30 





































   
 (a) 母材鋼板のひずみ (b) 当て板のひずみ 
図 2.6 軸力によって当て板接着鋼板に生じるひずみ 
 











































   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 2.7 軸力によって接着剤に生じるせん断応力および垂直応力 
   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 2.8 当て板の板厚と当て板端部の接着剤に生じるせん断応力および垂直応力の関係 
 


































































のひずみ分布を近似解，高精度解および FEM 解析より求めた．FEM 解析では，図 2.5と同
じモデルを用い，当て板中央の位置で当て板のみを軸方向に拘束した．母材鋼板，当て板
は表 2.1の値を用い，接着剤の厚さは第４章の試験体（AC-9.0）と同じ 0.99mmとした． 
軸力 kN24P が作用したときの母材鋼板と当て板の図心位置のひずみをそれぞれ図















   
 (a) 母材鋼板のひずみ (b) 当て板のひずみ 
図 2.9 軸力によって当て板接着鋼板に生じるひずみ（切断鋼板） 












































   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 2.10 軸力によって接着剤に生じるせん断応力および垂直応力（切断鋼板） 
  
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 2.11 当て板の板厚と接着剤に生じるせん断応力および垂直応力の関係 
 















































































212.6 74.0 0.30 




2.61 0.96 0.36 
 
  
 (a) 母材鋼板のひずみ (b) 当て板のひずみ 
図 2.12 軸力によって当て板接着鋼板に生じるひずみ（断面欠損鋼板） 

























































図 2.13 断面欠損部の長さと母材鋼板に 
生じるひずみの関係 










   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 2.14 軸力によって接着剤に生じるせん断応力および垂直応力（断面欠損鋼板） 












































2) Bocciarelli, M., Colombi, P., Fava, G. and Poggi, C.: Prediction of debonding strength of tensile 
steel/CFRP joints using fracture mechanics and stress based criteria, Engineering Fracture 
Mechanics, Vol.76, pp.299-313, 2009. 
3) 宮下 剛，長井正嗣：一軸引張りを受ける多層の CFRP が積層された鋼板の応力解析，
土木学会論文集 A，Vol.66，No.2，pp.378-392，2010．  
4) 石川敏之，宮下 剛，VIGH László Gergely：一軸引張を受ける CFRP 板接着鋼板に生じ
る応力の高精度解法，土木学会論文集 A1(構造・地震工学)，Vol.69，No.1，pp.89-100，
2013． 

















































)(   (3.3)  
 

















)(xM s )()( xdMxM ss 
)()( xdNxN ss 






































)()(    (3.6)  
ここに，  
 sV  ：鋼部材に生じるせん断力， 
 sM  ：鋼部材に生じる曲げモーメント， 















y   (3.8)  
ここに，  
 )(xusl  ：鋼部材の下面の水平変位．  


























































 (3.10)  
ここで，鋼部材および当て板の応力を完全合成理論の値と一致させるために，式(3.5)，
(3.6)，(3.9)および(3.10)中の鋼部材の図心から鋼部材の下面までの距離 sd と当て板の図心か
ら当て板の上面までの距離 pd を次式で示す鋼部材の図心から接着剤中央までの距離 'sd お























 )()( xNxN ps   (3.13)  
 )()()( xQxVxV ps   (3.14)  
 )()()()( xMaxNxMxM sps   (3.15)  
ここに，  
 hdda ps   (3.16)  
 )(xQ  ： xの位置に作用するせん断力， 
 )(xM  ： xの位置に作用する曲げモーメント． 



























































































  (3.18)  
式(3.18)を用いて式(3.17)を再度整理すると，次式の鋼部材の軸力に関する 2 階の微分方








































































r   (3.24)  
 ps EEn   (3.25)  
式(3.19)の鋼部材の軸力に関する微分方程式の一般解は次式となる．  
 























bbs  (3.26)  
1X および 2X は鋼部材の軸力に関する未定係数であり，境界条件および載荷条件から決定
される．  
式(3.1)に式(3.26)を代入すると，接着剤に生じるせん断応力は次式となる． 










b   (3.27)  
一方，式(3.10)を xに関して 1 階微分し，(3.2)，(3.5)および(3.15)を用いて整理すると，次






































  (3.29)  
式(3.28)の一般解は次式となる．  
        
       

































































 (3.32)  




























































































































  (3.36)  
ここに，  
sy  ：鋼部材の図心軸からの距離． 
基本的な荷重条件および支持条件として，等曲げモーメント，集中荷重，等分布荷重が
それぞれ作用する場合と，複合的な荷重条件として片持ち支持の当て板接着鋼部材に集中





数 1X ， 2X を求めるための境界条件は，外力の種類に関係なく，当て板の端部で鋼部材に
生じる軸力が 0 となる条件（ 0)( lN s ）および当て板中央で接着剤に生じるせん断応力が
0 となる条件（ 0)0(  ）を用いる．また，当て板端部で当て板のせん断力および曲げモー



























































































































































 (3.40)  




















   (3.42)  
当て板の接着半長さ l が十分に長いとき，当て板の右端の接着剤に生じるせん断応力 )(l






























































































































































































































































































































































 (3.48)  














Q   (3.51)  
 L  ：当て板接着鋼部材の支間長． 
当て板の接着半長さ lが十分に長いとき，当て板の右端の接着剤に生じるせん断応力 )(l














































































































































































































































































































































































 (3.57)  










  (3.59)  
 qllQ )(  (3.60)  
当て板の接着半長さ lが十分に長いとき，当て板の右端の接着剤に生じるせん断応力 )(l









































































































































の収束式にそれぞれ MlM )( ， 0)( lQ ， 0q を代入した式となっていることがわかる．
同様に，式(3.52)，(3.53)で示す集中荷重が作用するときのせん断応力および垂直応力の収束
式は，式(3.61)および(3.62)にそれぞれ 4)2()( lLPlM  ， 2)( PlQ  ， 0q を代入した
式となっている．このことから，どの外力が作用している場合であっても，式(3.61)および








（ 0)0( sN ， 0)( lN s ）および，当て板のせん断力と曲げモーメントが 0 となる条件
（ 0)0( pV ， 0)0( pM ， 0)( lVp ， 0)( lM p ）より，鋼部材の軸力に関する未定係数 1X ，









































































































































































































































































































































































































































































































































































PlM 　  (3.73)  











 　  (3.75)  
 )()( 1llqPlQ   (3.76)  
 1l  ：集中荷重載荷位置から当て板左端までの距離． 
当て板の接着長さ lが十分に長いとき，当て板の左端および右端の接着剤に生じるせん断
応力と垂直応力 )0( ， )0(y および )(l ， )(ly はそれぞれ次式に収束する．  
 






















































































































































































































































































































































































































































 eM  ：着目する当て板の端部の位置に作用する曲げモーメント， 
 eQ  ：着目する当て板の端部の位置に作用するせん断力， 
















































































































  (3.87)  
式(3.84)より ye を求める際，曲げモーメントに関する項は計算結果に与える影響が大き
いため，鋼部材に対する当て板の曲げ剛性の比 )( sp nII を残している．例えば， )( sp nII が
10
-5程度の場合に )( sp nII の項を無視すると，式(3.82)の計算結果に比べて 3%程度の誤差が
生じるが， )( sp nII を含めた式(3.84)では 1%未満の誤差となる． )( sp nII が 10
-8 程度であ
































































































'   (3.93)  
 


























 (3.95)  
ここに，  
 sM  ：鋼部材に生じる曲げモーメントによるひずみ， 
 s  ：鋼部材に生じるせん断力によるひずみ， 









































  (3.98)  
ここに，  
















































































































































































1B  (3.107)  
ここで，鋼部材および当て板の応力を完全合成理論の値と一致させるために，式(3.103)

































































































1  (3.111)  
式(3.98)の鋼部材，当て板および接着剤に生じるひずみベクトルの一般解は次式となる． 
 Cε )(xY  (3.112)  
ここに，  
 1)(  TTexY x  (3.113)  

























  (3.115)  
 i ： 係数行列 mA の i番目の固有値， 








 Y  (3.116)  
ここに， 
 0Y ： )(xY に境界条件の位置を与えて得られる行列， 
 0ε ： 境界条件をひずみで表したベクトル． 
図 3.3に示すような，下面に当て板が接着された鋼部材に任意の外力が作用するとき，当
て板の左端から座標軸 xをとると，当て板の左端および右端で鋼板の軸力 sN が 0となる条
件，鋼部材のせん断力によるひずみ s がそれぞれ )()0( ss AGQ および )()( ss AGlQ となる条
件，曲げモーメントによるひずみ sM が )()0( sss IEdM および )()( sss IEdlM となる条件，
当て板の軸力，せん断力および曲げモーメントによるひずみが 0 となる条件から，未定係










































































00ε  (3.118)  
 






接着剤の寸法および材料定数は表 3.1 に示しており，当て板の接着半長さ l は 160mm とし
た．EFM解析では対称性を考慮し，図 3.5に示すような 1/2モデルを用いた．要素分割等は
第２章と同じである． 











母材鋼板 90 18.7 212.6 74.0 0.30 
当て板 90 4.3 211.4 74.0 0.30 
接着剤 90 0.45 2.61 0.96 0.36 
 
 
図 3.4 ４点曲げを受ける単純支持の当て板接着鋼板 
 





































部の値や，FEM 解析の最大値とほぼ一致している．今回の FEM 解析のモデルは，当て板の
   
 (a) 母材鋼板のひずみ (b) 当て板のひずみ 
図 3.6 4点曲げを受ける当て板接着鋼部材に生じるひずみ 


















































母材鋼板 50 12.0 200 74.0 0.30 
当て板 50 12.0 200 74.0 0.30 
接着剤 50 0.46 6.50 2.39 0.36 
 











   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 3.7 4点曲げを受ける当て板接着鋼部材の接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
































































    
 (a) 母材鋼板のひずみ (b) 当て板のひずみ 
図 3.9 片持ち支持で集中荷重を受ける当て板接着鋼板に生じるひずみ 
 
   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 3.10 片持ち支持で集中荷重を受ける当て板接着鋼板の 
接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
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試験体の一覧と寸法を表 4.1～4.3，図 4.1～4.3 に示す． 
母材鋼板の長さは 600mm，幅 sb は 50mm，厚さ st は 12mmとした．AC シリーズでは，長
さ 300mm の 2 枚の鋼板を突き合わせて母材鋼板に切断縁を設けた．当て板の長さ l2 は
300mm，幅 pb は 50mm )( sb で一定とし，厚さ pt を 4.5，6および 9mmと変化させた．試験
体名の数字は当て板の厚さを示している．また，表 4.1～4.3 には，試験終了後にはく離面
の接着剤層の上から膜厚計を用いて計測した接着剤層の厚さも示している．当て板のはく
















50 12 50 
4.5 1.27 159.9 

















































図 4.2 試験体寸法とひずみゲージ貼付位置（切断鋼板） 
 























AD-40 40 0.45 － 
 


































2 種類，欠損深さは片面 4.2mm とし，母材鋼板の全幅にわたって欠損を設けた．母材鋼板
の厚さ st は 19mm，幅 sb は 90mmとした．当て板の長さ l2 は 320mmとし，当て板の断面寸
法は母材鋼板の欠損断面積を補うように，幅 pb を 90mm )( sb ，厚さ pt を 4.5mmとした． 
4.1.2 材料特性 
鋼板に当て板を接着した AN シリーズと母材鋼板が切断されている ACシリーズでは，母
材鋼板と当て板に SM490 および SM490Y を用いた．弾性係数，降伏点応力を表 4.4(a)に示
している．また，接着剤には二液混合型エポキシ樹脂（接着剤 A）を用いた．接着剤 A の
主成分および硬化樹脂の性能を表 4.4(b)に示している．表 4.4(b)では JIS K 7113 に準拠して





考慮し，接着剤 Aよりも流動性の高い接着剤 Bを用いた．接着剤 B の硬化樹脂の性能を表
4.4(b)に示している． 
表 4.4 鋼板および接着剤の材料定数および材料特性 
(a) 鋼板 
鋼種 板厚[mm] 弾性係数[GPa] 降伏点応力[MPa] 



















種類 接着剤 A 接着剤 B 
主剤 エポキシ樹脂 エポキシ樹脂 
硬化剤 変性ポリアミン 変性ポリアミン 
可使時間[min] 60以上 37 
ガラス転移温度[℃] 40 74 
弾性係数[GPa] 6.5 2.61 
せん断弾性係数[GPa] 2.39 0.96 
ポアソン比 0.36 0.36 
引張せん断強度[MPa] 14以上 23.8 

























関係 ss AEP  と，母材鋼板と当て板が完全合成であるとして算出した荷重ひずみ関係
ppss AEAEP 2 を示している．図 4.4から，母材鋼板および当て板の中央の荷重ひずみ
関係はほぼ重なっており，完全合成理論の直線とほぼ一致している．一方，当て板の端部
  
















図 4.4 AN-9.0 の荷重ひずみ関係 写真 4.3 AD シリーズのはく離状況 
 



















図 4.5 AC-9.0 の荷重ひずみ関係 写真 4.4 AC シリーズの当て板状況 
 


























ss AEP =ε および pp AEP 2=ε と，母材鋼板と当て板が完全合成であるとして算出した荷重




















荷重）の一覧を表 4.1～4.3 に示している．それぞれの試験体のはく離荷重の平均値を図 4.7
に示す． 
図 4.7 から，鋼板の両面に当て板を接着した AN シリーズでは，接着する当て板の板厚が
 
図 4.6 AD-40 の荷重ひずみ関係 









































母材鋼板に断面欠損を設けた AD シリーズでは，欠損部長さが 5mm の AD-5 は母材鋼板


























表 4.5 はく離荷重から求めた接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
(a) 当て板接着鋼板 
 
当て板端部 )( lx   
)(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 
AN-4.5 41.5 38.6 26.4 24.9 
AN-6.0 46.5 42.8 31.9 29.9 
AN-9.0 
51.1 46.5 37.6 34.9 




母材鋼板の切断縁 )0( x  当て板端部 )( lx   
)0(  [MPa] )0(y  [MPa] )(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 近似解 高精度解 近似解 高精度解 
AC-4.5 
45.9 46.5 -12.6 -12.3 34.4 32.0 22.3 21.0 
59.3 60.1 -16.5 -16.2 44.5 41.2 29.3 27.6 
AC-6.0 
53.8 54.7 -15.7 -15.4 53.8 49.2 38.5 35.9 
42.8 43.5 -12.4 -12.1 42.8 39.2 30.3 28.2 
AC-9.0 
33.1 33.8 -9.6 -9.4 49.7 45.2 36.7 34.0 




母材鋼板の断面欠損端部 )( dlx   当て板端部 )( lx   
)( dl  [MPa] )( dy l  [MPa] )(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 近似解 高精度解 近似解 高精度解 
AD-5 1.8 1.7 0 -0.5 25.9 23.9 16.8 15.8 









4点曲げ載荷試験には，長さ 1200mm，幅 90mm，板厚 19mmの鋼板を母材として用いた．
当て板は接着半長さ 320mm，幅 90mm，板厚 4.5mmの鋼板とし，母材鋼板下面に接着した． 
片持ち載荷試験の母材には鋼板と２種類の H 形鋼を用い，当て板は鋼板とした． 
母材に用いた鋼板は長さ 500mm，幅 mm90 ，板厚 mm12 で一定とし，当て板の幅 pb を 90，





表 4.8に示すように，H-100×50×5×7と H-150×75×5×7の 2種類を用い，長さは 1000mm




等曲げ載荷試験の母材鋼板と当て板鋼板には表 4.4(a)に示した SS400 を用い，接着剤は表
4.4(b)の接着剤 Bを用いた． 
 





























































PT-25-6 25 6 
0.29 561 
0.19 549 




























SM490 および SM490Y を用い，接着剤は表 4.4(b)の接着剤 A を用いた．また当て板接着剤











れぞれの載荷試験の状況を写真 4.4および写真 4.5に示す．  
4.2.5 荷重ひずみ関係 
図 4.11 に 4 点曲げ載荷試験の母材鋼板と当て板の荷重ひずみ関係を示す．この図には，
母材鋼板と当て板が完全合成されていると仮定して算出した荷重ひずみ関係
表 4.8 当て板接着 H形鋼の片持ち載荷試験に用いた試験体一覧とはく離荷重 
 























BT-75-150 75 7 136 5 
0.29 13.1 
0.22 13.7 




図 4.10 当て板接着 H形鋼の片持ち載荷試験体とひずみゲージ貼付位置 
 
H形鋼x












)50( vvs yIEP  と，母材鋼板のみの曲げ剛性から算出した荷重ひずみ関係










関係を図 4.12(a)に示す．図 4.12(a)からわかるように，載荷荷重と当て板の端部から 5mmの
  










図 4.11 PB-90-4.5の荷重ひずみ関係 写真 4.7 曲げ試験体のはく離 
 













)50( vvs yIEP 








着剤層の破壊が生じていると考えられる．図 4.12(b)には当て板端部から 20mm の位置に貼
付したひずみゲージから得られた荷重ひずみ関係を示している．図 4.12(a)で当て板の端部




の当て板のはく離状況を写真 4.7 に示す． 
4.2.6 はく離荷重 
曲げ試験のはく離荷重の一覧を表 4.6～4.8 に示している．また，各試験体のはく離荷重










した PT シリーズよりもはく離荷重の平均値が大きくなっている．この結果は母材が H 形鋼
である BT-50-100 と BC-50-100 の試験結果でも同じ傾向となっている．  
 
(a) 当て板端部から 5mm のひずみ (b) 当て板端部から 20mm のひずみ 
図 4.12 PT-50-4.5 の荷重ひずみ関係 






























(b) PBシリーズ (c) BT，BCシリーズ 
図 4.13 曲げ試験のはく離荷重の平均値 
 
 
表 4.9 はく離荷重から求めた接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
(a) 4点曲げ載荷を受ける当て板接着鋼板 
 
当て板端部 )( lx   
)()( ll y  )(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 
PB-90-4.5 
-33.2 -29.3 28.1 28.6 1.03 


































 (b) 片持ち載荷を受ける当て板接着鋼板 
 
当て板端部 )( lx   
)()( ll y  )(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 
PT-90-12 
-12.9 -12.9 23.9 24.0 -0.54 
-14.6 -14.5 27.0 26.9 -0.54 
-16.5 -16.5 30.6 30.7 -0.54 
-14.0 -13.9 26.0 25.8 -0.54 
PT-50-12 
-18.4 -15.9 29.7 29.5 -0.54 
-21.4 -18.5 34.8 34.6 -0.53 
-16.6 -14.6 26.9 26.9 -0.54 
-23.1 -20.1 37.5 37.5 -0.54 
PT-25-12 
-17.1 -13.2 25.4 24.5 -0.54 
-16.3 -12.7 24.2 23.3 -0.55 
-22.2 -17.1 33.5 32.4 -0.53 
-19.7 -15.4 28.9 27.9 -0.55 
PT-25-6 
-25.3 -20.6 27.4 26.2 -0.79 
-30.5 -24.5 34.6 32.7 -0.75 
PT-50-4.5 
-28.3 -23.6 27.9 27.0 -0.88 
-25.3 -21.5 23.6 23.6 -0.91 
-27.2 -23.0 26.7 26.3 -0.88 
-26.6 -22.1 27.0 25.9 -0.85 
PC-25-12 
66.3 52.0 -97.9 -95.2 -0.55 
74.4 57.6 -110.0 -105.5 -0.55 
PC-25-6 
79.1 64.6 -85.4 -82.3 -0.79 
44.9 36.5 -48.0 -46.0 -0.79 
62.4 50.4 -67.9 -64.7 -0.78 






(c) 片持ち載荷を受ける当て板接着 H形鋼 
 
当て板端部 )( lx   
)()( ll y  )(l  [MPa] )(ly  [MPa] 
近似解 高精度解 近似解 高精度解 
BT-50-100 
-29.9 -25.8 26.4 24.7 -1.04 
-24.9 -21.7 20.8 19.8 -1.09 
BT-75-150 
-23.2 -20.3 18.8 17.8 -1.14 
-24.7 -21.6 20.2 19.1 -1.13 
BC-50-100 
38.5 33.1 -34.4 -32.2 -1.03 

























































図 5.1 当て板がはく離したときの接着剤に生じるせん断応力と垂直応力の関係 
















































































いずれも小さく，それぞれ 4.7MPa および 6.6MPa となっている．また，平均値に対する標







せん断応力と垂直応力の関係を示している．PT シリーズおよび BT シリーズでは垂直応力




















図 5.2 最大せん断応力による試験結果の評価 







































































































 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 42.6 22 4.7 0.11 
0y の結果 51.2 43 6.6 0.13 
全引張試験結果 46.0 41 6.4 0.14 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 32.0 41 6.4 0.20 
0y の結果 82.4 265 16.3 0.20 
全曲げ試験結果 45.4 598 24.5 0.54 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 34.2 54 7.3 0.21 
























cy   tan  (5.2)  
ここに， 
  ： 接着剤の内部摩擦角， 
 c： 接着剤の粘着力． 
















図 5.3(a)の曲げ試験の結果では， 0y の範囲の試験結果の平均座標と 0y の範囲の
試験結果の平均座標から tan を求め，包絡線を与えた．この図から，曲げ試験の結果はク
ーロンの破壊基準に基づく包絡線と近い位置にプロットされていることがわかる．表 5.2に
はクーロンの破壊基準に基づく照査式(5.2)の左辺  tany の平均値，分散，標準偏差お
よび変動係数を示している．クーロンの破壊基準を用いて曲げ試験の結果を評価した場合，
標準偏差や変動係数は非常に小さいことがわかる．  
図 5.3(b)に示す，全試験結果に対する包絡線は， 0y の範囲の全試験結果の平均座標と
0y の範囲の全試験結果の平均座標を結んで与えている．また，ACシリーズでは，当て






図 5.3 クーロンの破壊規準による試験結果の評価 



















MPa.46tan   y




































































p  (5.4)  
ここに， 
 p ： 接着剤に生じる最大主応力， 




場合 )0( y ，式(5.4)の第一項が負となり，接着剤に生じる最大主応力は小さくなる．すな




力が圧縮となる領域 )0( y ではモールの応力円の半径が大きく，はく離する荷重が大き
表 5.2 クーロンの破壊規準  tany の平均，分散，標準偏差，変動係数 
 平均 分散 標準偏差 変動係数 
曲げ試験結果 46.1 56 7.5 0.16 






















垂直応力が圧縮となる範囲 )0( y で試験結果と包絡線の違いが若干大きくなっているが， 
 
図 5.4 最大主応力に基づく包絡線とモールの応力円 



























図 5.5 最大主応力による試験結果の評価 
 








































































































表 5.3 最大主応力 p の平均，分散，標準偏差，変動係数 
(a) 引張試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
全引張試験結果 59.16 54 7.4 0.12 
 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 67.0 78 8.8 0.13 
0y の結果 40.0 46 6.8 0.17 
全曲げ試験結果 59.8 212 14.6 0.24 
 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 64.5 84 9.2 0.14 




 mcrm    (5.5)  
 











































図 5.6 ミーゼス応力による試験結果の評価 
 































































































 (5.7)  
ここに， 
表 5.4 ミーゼス応力 m の平均，分散，標準偏差，変動係数 
(a) 引張試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 79.9 41 6.4 0.08 
0y の結果 89.7 133 11.5 0.13 
全引張試験結果 83.8 101 10.0 0.12 
 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 76.1 113 10.6 0.14 
0y の結果 195.2 2418 49.2 0.25 
全曲げ試験結果 107.8 3504 59.2 0.55 
 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 76.9 100 10.0 0.13 









α =  (5.8)  
 ycrσ ： 接着剤に生じる垂直応力に対する抵抗強度． 
式(5.7)では，接着剤のせん断応力と垂直応力に対するはく離強度を別々に与えてはく離に
対する照査を行う．接着剤の垂直応力に対するはく離強度がせん断応力に対するはく離強
度の 倍のとき )31( =α ，式(5.7)はミーゼス応力によるはく離の照査式と等しくなる．  
合成応力度に基づく包絡線を図 5.8 に示す．図 5.8 に示すように，合成応力度に基づく破
壊包絡線はミーゼス応力と同様に楕円形となり，接着剤のせん断応力と垂直応力に対する
はく離強度の比α によって短径および長径が変化し， 1=α のとき包絡線は半円形となる． 







することができない．図 5.9 では 5.0=α としたが，α を変化させても，表 5.5 に示す



































図 5.9 合成応力度による試験結果の評価 























  MPa3.10322  y
  MPa6.9522  y
全引張試験の平均値























  MPa0.21222  y   MPa1.11722  y











  MPa7.11122  y
  MPa3.8422  y





























































ycr    (5.10)  
 
t
ycr ： 接着剤の引張はく離強度， 
 
c
ycr ： 接着剤の圧縮はく離強度． 
Hashin らの破壊規準に基づく包絡線の形状を図 5.10 に示す．ただし，この図では全て
表 5.5 合成応力度   22 y  の平均，分散，標準偏差，変動係数 
(a) 引張試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 90.5 51 7.1 0.08 
0y の結果 103.3 176 13.3 0.13 
全引張試験結果 95.6 140 11.8 0.12 
 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 82.6 145 12.0 0.15 
0y の結果 212.0 2640 51.4 0.24 
全曲げ試験結果 117.1 4086 63.9 0.55 
 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 84.3 135 11.6 0.14 





着剤の引張強度に対する圧縮強度の比である  の値によって， 0y の範囲の破壊包絡線
の形状が変化する． 




























動係数の値が小さくなった．そのため，Hashin の破壊基準において  のとき，すなわ
ち Yeの破壊基準を用いて載荷試験の結果を評価した． 
1 としたときの Ye の破壊規準に基づく包絡線と試験結果を図 5.11 に示している．図
5.11(a)から，引張試験の結果は全引張試験体から与えた包絡線と近くなっている．図 5.11(b)
に示す曲げ試験の結果は，接着剤の垂直応力が圧縮となる領域では，包絡線と試験結果の
違いが若干大きくなっているが，表 5.6(b)に示すように全曲げ試験結果を Ye の破壊基準で
評価した場合の標準偏差や変動係数は，最大主応力で評価した場合と同程度に小さい．図 





図 5.10 Hashinらの破壊規準に基づく包絡線 
 
 




















図 5.11 Yeの破壊基準による試験結果の評価 























  MPa1.5522  y
  MPa5.5322  y
全引張試験の平均値























  MPa4.8222  y   MPa6.6622  y












  MPa8.5822  y
  MPa2.6322  y
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る 4)．  
 crGG   (5.12)  
表 5.6 Ye の破壊基準（式(5.11)）の平均，分散，標準偏差，変動係数 
(a) 引張試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 53.1 26 5.1 0.10 
0y の結果 55.1 50 7.1 0.13 
全引張試験結果 53.5 32 5.6 0.11 
 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 60.9 64 8.0 0.13 
0y の結果 82.4 265 16.3 0.20 
全曲げ試験結果 66.6 208 14.4 0.22 
 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 58.8 66 8.1 0.14 

















































曲げ剛性とから決定されることがわかる．したがって，接着する当て板の伸び剛性 vs AE お

































































 (5.17)  
 IU ： 接着剤の垂直応力によるひずみエネルギー， 






























図 5.12 はく離のモード 
鋼部材















図 5.13 エネルギー解放率による試験結果の評価 
 






































































































本節では，同じはく離基準を用いて接着剤 B を用いて接着した CFRP 板のはく離に対する
評価が可能か検討する． 
文献 14)では，接着剤 Bを用いて CFRP 板を母材鋼板に接着し，図 4.6 と同じ条件で曲げ
表 5.7 エネルギー解放率の平均，分散，標準偏差，変動係数 
(a) 引張試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 77.4 51 7.1 0.09 
0y の結果 89.0 130 11.4 0.13 
全引張試験結果 79.7 88 9.4 0.12 
 
(b) 曲げ試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 74.1 104 10.2 0.14 
0y の結果 135.9 721 26.8 0.20 
全曲げ試験結果 90.6 1014 31.8 0.35 
 
(c) 全試験結果 
 平均[MPa] 分散 標準偏差[MPa] 変動係数 
0y の結果 75.0 92 9.6 0.13 




試験を行っている．母材には幅 50mm，厚さ 12mm，弾性係数 202GPa の鋼板を用い，当て












表 5.8 各破壊基準の平均，分散，標準偏差，変動係数 
 平均 分散 標準偏差 変動係数 
最大せん断応力 19.2 79.5 8.91 0.46 
クーロンの破壊規準 16.2 4.27 2.07 0.13 
最大主応力 18.0 5.54 2.35 0.13 
ミーゼス応力 37.3 298.7 17.3 0.46 
Yeの破壊規準 21.2 51.9 7.20 0.34 
エネルギー解放率 32.3 174.3 13.2 0.41 
 
 
図 5.14 CFRP 板接着鋼板の曲げ試験の結果と包絡線 
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表 6.1 引張試験に用いた鋼部材，当て板，接着剤の寸法と材料定数 
 幅[mm] 厚さ[mm] 弾性係数[GPa] せん断弾性係数[GPa] 
母材鋼板 50 9 200 － 
当て板 50 1.2 300 － 











   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 6.1 当て板端部をテーパー処理したときの接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
 
図 6.2 当て板端部をテーパー処理したときの母材鋼板の図心位置に生じる応力 






















































































 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 6.3 接着剤端部をフィレット処理したときの接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 








































































て低弾性の接着剤を用いるとき， Alx 0 の範囲および，低弾性の接着剤を用いる範囲















 (6.1)  
 
















































BBB TeTxY  (6.4)  



























  (6.6)  
 )(xsBN   ：低弾性接着剤使用部の鋼部材に生じる軸力によるひずみ， 
 )(xpBN  ：低弾性接着剤使用部の当て板に生じる軸力によるひずみ， 
 )(xpB   ：低弾性接着剤使用部の当て板に生じるせん断力によるひずみ， 
 )(xpBM  ：低弾性接着剤使用部の当て板に生じる曲げモーメントによるひずみ， 
 )(xeyB  ：低弾性接着剤使用部の接着剤の垂直ひずみ， 
 )(xeB   ：低弾性接着剤使用部の接着剤のせん断ひずみ， 
 'pBA   ：低弾性接着剤使用部の当て板のせん断有効断面積， 
 148  ～  ：低弾性接着剤使用部の係数行列の 8～14番目の固有値， 
 148 aa ～   ：係数行列 aA の 8～14番目の固有値に属する固有ベクトル． 





























































































0 )( 0ε  (6.8)  
式(6.7)，(6.8)を式(2.82)に代入することによって接着剤に生じるせん断応力と垂直応力の
高精度解が得られる． 
図 6.4 に示すように，当て板端部付近に弾性係数 0.87GPa，せん断弾性係数 0.37GPa の低
弾性接着剤を用いた当て板接着鋼部材に，軸力 45kN が作用したときの接着剤に生じるせん
断応力と垂直応力を図 6.5 に示す．鋼部材，当て板および接着剤は表 6.1 と同じ値を用いた．












   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 6.5 当て板端部付近に低弾性接着剤を用いたときの 
接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
 

































































































































































hh  (6.11)  
 





























































F   (6.15)  
 sb   ：鋼部材の幅 )( ps bb   
 ih ， eiG  ：i層目の接着剤の厚さとせん断弾性係数， 












































 (6.17)  







































































































































































 (6.24)  
  0)(20 sspieiTi AEbGbF  (6.25)  
  Tii h 010cF  (6.26)  
 pNi   ：i層目の当て板の軸力によるひずみ， 
 pi   ：i層目の当て板のせん断力によるひずみ， 
 pMi   ：i層目の当て板の曲げモーメントによるひずみ， 
 eyi   ：i層目の接着剤の垂直ひずみ， 
 ei   ：i層目の接着剤のせん断ひずみ， 
 piE ， piG  ：i層目の当て板の弾性係数およびせん断弾性係数，  
 eiE ， eiG  ：i層目の接着剤の弾性係数およびせん断弾性係数， 
 pib ， piA  ：i層目の当て板の幅および断面積， 
 ih   ：i層目の接着剤の厚さ． 
鋼部材，当て板および接着剤に生じるひずみベクトルの一般解は次式となる． 








i  (6.28)  











































 ij ： 係数行列 aiA の j番目の固有値， 







Yi  (6.31)  
ここに， 
 0Y ： )(xYi に境界条件の位置を与えて得られる行列， 

















































































































































式 (6.9)を用いて各段差長を算出した結果， mm601 l ， mm842 l ， mm973 l ，











表 6.2 計算に用いた鋼部材，当て板，接着剤の寸法と材料定数 
(a) 鋼部材 
 幅[mm] 厚さ[mm] 弾性係数[GPa] 
上フランジ 100 8 
200 ウェブ 184 5.5 
下フランジ 100 8 
 
(b) 当て板（CFRP 板） 
幅[mm] 厚さ[mm] 層数 弾性係数[GPa] 
100 2.0 5 150 
 
(c) 接着剤 
幅[mm] 厚さ[mm] 弾性係数[GPa] せん断弾性係数[GPa] ポアソン比 
100 0.2 2.0 0.74 0.36 
 
 
   
 (a) 鋼部材の応力 (b) 接着剤に生じるせん断応力 
図 6.8 式(6.1)を用いて段差長を決定した場合の鋼部材に生じる応力と 
接着剤に生じるせん断応力 
 












113mm 106mm 97mm 84mm 60mm CL






















の当て板を用いるとき， Xi 層目以降の当て板を X 枚ずつ端部を重ねて接着できる条件とし

















































   
 (a) 鋼部材の応力 (b) 接着剤に生じるせん断応力 
図 6.9 式(6.7)を用いて段差長を決定した場合の鋼部材に生じる応力と 
接着剤に生じるせん断応力 

























































  (6.36)  
当て板 N 枚全て接着されている部分では，補修，補強部の端の位置で鋼部材の応力が完
全合成理論の値まで低減されるように，式(6.9)によって段差長 Nl を決定する． 
表 6.2 の鋼部材，当て板，接着剤を用いた場合に対して， 41 ll ～ を式(6.36)， 5l を式(6.9)
より決定したときの鋼部材の応力および接着剤に生じるせん断応力を図 6.9 に示している．  
式(6.9)および式(6.36)を用いて各段差長を算出した結果， mm391 l ， mm392 l ，










図 6.10 に示すように，3 枚の当て板を段差状に接着した鋼板を作成し引張試験を行い，
はく離荷重の改善効果を検討した． 
当て板の接着方法は，2 つの段差長を 25mm とした試験体（S-25-25），1 層目の段差長を
25mm とし 2，3 層目の当て板の端部を重ねた試験体（S-25-0），3 層の当て板の端部を重ね
た試験体であり S-0，比較として当て板を 1 層のみ接着した試験体（S-n）も用いた．試験
体には表 6.3に示す鋼板，当て板および接着剤を用いた． 
表 6.3の材料を用いるとき，式(6.36)から決定される 1層目および 2層目の段差長 1l ， 2l は
23mm，3層目の定着長 3l は 53mmであり，S-25-25は最適に近い段差形状となっている．ま














鋼板の無補強部に 10MPa の応力が作用するときの，S-25-25 および S-25-0 の接着剤に生
じるせん断応力を図 6.11に示す．この図には，比較として，3枚の当て板の端部を重ねて接
着した S-0 と，当て板を 1枚のみ接着した S-nのせん断応力もそれぞれ一点鎖線および点線




表 6.3 引張試験に用いた鋼部材，当て板，接着剤の寸法と材料定数 
 幅[mm] 厚さ[mm] 弾性係数[GPa] せん断弾性係数[GPa] 
母材鋼板 50 11.6 200 － 
当て板 50 2.08 (層数 3) 150 － 
接着剤 B 50 表 6.4に記載 2.61 0.96 
 
   
 (a) S-25-25 (b) S-25-0 
 
   
 (c) S-0 (d) S-n 





















各試験体の接着剤に生じる当て板のはく離荷重の一覧を表 6.4 に示す．表 6.4 からわかる
ように，3 枚の当て板の端部を重ねて接着した S-0 ははく離荷重がもっとも小さい．また，




状に接着した試験体のうち，1層目と 2層目の段差長を 25mm ずつとした S-25-25 は，当て
板を 1枚のみ接着した S-n よりもはく離荷重が小さくなっているが，一つの試験体では鋼板
が降伏するまで当て板がはく離しなかったため，S-n と同等のはく離荷重であると考えられ
る．2，3 層目の当て板の端部を重ねて接着した S-25-0 は，3 層の当て板の端部を重ねて接
着した S-0 よりはく離荷重が大きくなったが，当て板を 1枚のみ接着した S-n よりははく離
荷重が小さく，写真 6.1 に示すように，2 層目の接着面からはく離が生じた．図 6.15 には，






図 6.12 に示すはく離荷重の大小関係は，図 6.11 の接着剤に生じるせん断応力から予測さ 
   
 (a) S-25-25 (b) S-25-0 
図 6.11 接着剤に生じるせん断応力 



























































写真 6.1 2 層目からのはく離 
 
  
 (a) S-25-25 (b) S-25-0 























































図 6.14 当て板接着プレストレス補強 
 
 


























































  (6.37)  
第３章で示した曲げを受ける当て板接着鋼部材の応力解析手法と同様に，当て板接着鋼
部材の微小区間における水平方向の力のつり合いから，次式の鋼部材に生じる軸力に対す















 　　  (6.38)  
 








s  　　　　　　　  (6.39)  
式(6.38)，(6.39)に対して，当て板接着中央で接着剤に生じるせん断応力が 0 となる条件














































































































  (6.44)  
式(6.44)では，当て板に導入した緊張力に関する項は右辺の dxdNs に含まれている． 
式(6.44)に対して，当て板端部で鋼部材のせん断力が 0となる条件（ 0)( lVs ），鋼部材の
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Y  (6.46)  
 








































































































































































































































































  (6.53)  
 pprepre aPM   (6.54)  
 prepppre AEP   (6.55)  
また，図 6.17(b)のように当て板に 100mmの非緊張部を設けた場合，緊張力を与えていな












































































 (a) 当て板全体を緊張した場合 )0( nl  (b) mm100nl  
図 6.17 当て板の緊張力を解放することによって鋼部材に生じる応力 
 































表 6.5 計算に用いた鋼部材，当て板，接着剤の寸法と材料定数 
(a) 鋼部材 
 幅[mm] 厚さ[mm] 弾性係数[GPa] 
上フランジ 100 8 
200 ウェブ 184 5.5 
下フランジ 100 8 
 








pl  [mm] 
緊張力未導入部長さ 
nl  [mm] 
導入ひずみ 
pre  [μ] 












100 0.5 2.0 0.74 0.36 
     
   
 (a) せん断応力 (b) 垂直応力 
図 6.18 当て板の緊張力を解放することによって接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
 































一方，当て板端部に非緊張部を設けた場合， plx  の位置に生じるせん断応力の最大値は






















































)(   (6.61)  
当て板端部に非緊張部を設けないときの当て板端部のせん断応力の収束値 )(l および，当
て板端部に非緊張部を設けたときの plx  の位置のせん断応力の収束値 )( pl を図 6.18 にそ
れぞれプロットしている．式(6.59)および式(6.61)から求めたせん断応力の収束値は式(6.56)























式(6.62)ではに 1 に近い 1 以上の値を代入して当て板の非緊張部の長さを求める．本検
















































































































































































生じる主応力を示している．この図では，当て板に導入したひずみ  300pre を解放する
ことによって接着剤に生じるせん断応力と垂直応力，第３章で示した単純支持の当て板接









って生じており，緊張力の解放によって生じる主応力は plx  の位置で最大となっている．
そのため，当て板がはく離する曲げモーメントの値は導入する緊張力によって変化しない．
また，図 6.19(b)でも示したように， plx  の位置では緊張力の解放によって接着剤に生じる
垂直応力がほぼ 0となり，せん断応力は非緊張部を設けない場合の約 1/2となるため，主応
力の値は非緊張部を設けない場合の 1/2以下となっている． 







み pre が 300 のとき 1.36倍， pre が 500 のとき 1.78倍となった．ただし，当て板に導入
できる緊張力の限界値は，緊張力導入装置や当て板の材料等によって異なることに注意を
要する． 
   
 (a) 当て板全体を緊張した場合 )0( nl  (b) mm100nl  
図 6.19 当て板の緊張力を解放することによって接着剤に生じるせん断応力と垂直応力 
 






































母材および当て板には第３章で示した SM490Y の鋼板を用い，接着剤 A を用いて接着し
た．鋼板および当て板の寸法が異なる２種類の試験体を作成し，それぞれ当て板全長に緊
張力を与えた場合と当て板端部に非緊張部を設けた場合のはく離荷重を比較した．試験体
の一覧は表 6.6 に示している．Pre130 シリーズでは約 130μのひずみを当て板に導入し，
Pre130-ln では当て板端部に 50mm の非緊張部を設けた．Pre180 シリーズでは約 180μのひ







































図 6.20 当て板のはく離を防止できる曲げモーメントと緊張力の範囲 
 






































図 6.21 当て板への緊張力導入装置 
 

















 (a) 鋼部材 (b) 当て板 





図 6.24 載荷方法とひずみゲージ貼付位置 
 













































図 6.25に示している．図 6.25より，当て板全体に緊張力を導入した Pre130，Pre180 のはく
離荷重に対して，当て板端部に非緊張部を設けた Pre130-lnと Pre180-lnはそれぞれはく離荷
重が 1.41倍および 1.52倍向上した．また，Pre130シリーズでは試験体の寸法および載荷条
件が第４章の PT-50-4.5 と同じ条件であり，Pre130-ln のはく離荷重は PT-50-4.5 のはく離荷
重の平均値(788N)より若干小さい程度のはく離荷重となっている． 
表 6.7 および図 6.26 には，緊張力の解放およびはく離荷重の作用によって固定端側の当
て板端部に生じる主応力も示している．式(6.59)および式(6.64)から，緊張力の解放によって
接着剤に生じる主応力を算出した結果，Pre130および Pre180の試験体では，，当て板端部の
位置にそれぞれ 4.84MPa および 6.63MPa の主応力が生じた．一方，当て板端部に非緊張部




Pre130 と Pre180 では，はく離荷重が小さかったため，荷重の作用によって生じる主応力が
小さいが，緊張力の解放によって接着剤に生じる主応力を考慮すると，Pre130 と Pre130-ln
および，Pre180 と Pre180-ln はそれぞれほぼ同じ主応力（ MPa30p 程度）ではく離して
いることがわかる．したがって，当て板端部に非緊張部を設けることによって，緊張力の





緊張力の解放 荷重の作用 合計 
Pre130 497 4.84 (15.7%) 26.1 (84.3%) 30.9 
Pre130-ln 702 － 36.9 36.9 
Pre180 181 6.63 (25.6%) 19.3 (74.4%) 25.9 
Pre180-ln 276 － 29.5 29.5 
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図 7.1 対象橋梁 
 
図 7.2 トラス斜材上下フランジの部分腐食 
 
表 7.1 対象とするトラス下弦材の断面寸法 
 
設計断面 断面欠損量 
幅 [mm] 厚さ [mm] 幅 [mm] 厚さ [mm] 長さ [mm] 
上フランジ 300 11 150 9.0 370 
ウェブ 326 9 － －  
下フランジ 300 11 150 9.0 370 
 
表 7.2 式(7.1)から決定した当て板の寸法と材料定数 
 幅 [mm] 厚さ [mm] 弾性係数 [GPa] 層数 接着剤 
鋼板 300 4.5 200 1 A 







































































































安全係数として 1.25～9，イタリアのガイドラインでは 2～3 と大きく異なっている．本検
討では，はく離強度として，第５章で示した接着剤 A の最大主応力の平均値である 59.6MPa
を用い，部分安全係数の積 i
j



























































































































３枚の CFRP 板の端部を揃えて接着するとき，鋼部材の応力が収束する精度 N を 0.9997
















































CFRP 板の接着に用いる接着剤 B のはく離に対する強度 pcr は，5.8 節の結果から，
18.0MPaとし，部分安全係数の積 i
j
i 1 は鋼板の場合と同様に 3とする．  
式(6.27)から，最下層の接着剤に生じるせん断応力および垂直応力を算出すると，当て板





























































































































および CFRP 板のはく離を防止するための長さを図 7.5に示す． 
 





















































(b) CFRP 板の長さ 


















段差長 l1 = 55mm











 sv II  (7.2) 
今回の例では，曲げ剛性が約 1.17 倍以上になるように当て板の寸法を決定することとし
た．式(7.2)を満足するように決定された当て板の寸法および材料定数を表 7.3 に示す．7.1
節と同様に，当て板には鋼板および弾性率 150GPa の CFRP 板の２種類を用いた．鋼板は１
枚のみで式(7.2)を満足するように断面寸法を決定し，CFRP 板は 2mm のものを 6 枚重ねて
接着することとした．当て板の幅は鋼部材上下フランジとほぼ同じ 200mmとしている．そ
れぞれの当て板の接着には第４章で用いた A および B の接着剤を用いることとする．以降
 
図 7.6 対象とする横桁 
 
表 7.3 対象とする横桁の断面寸法 
 幅 [mm] 厚さ [mm] 弾性係数 [GPa] 
上フランジ 210 16 
210 ウェブ 868 9 
下フランジ 210 16 
 
表 7.4 式(7.2)から決定した当て板の寸法と材料定数 
 幅 [mm] 厚さ [mm] 弾性係数 [GPa] 層数 接着剤 
鋼板 200 9.0 210 1 A 






























































































































































































































































































































































 　　  
したがって，補強部の長さと定着長から鋼板の全長を決定することによってはく離を防
止することができる． 

















































































































































































 　　  
今回の計算例では，補強部の長さと定着長から CFRP 板の全長を決定した場合，接着剤の


















35MPa となるような等分布荷重 kN/m25=q を用いた．この図から，当て板の端部の位置が
スパン中央に近いほど，当て板端部の接着剤に生じるせん断応力，垂直応力，最大主応力
の値は大きく，当て板端部を支点近くまで延長するときこれらの値は小さくなっている．
図 7.8 には，接着剤に生じる最大主応力が i
j
ipcrpcr γσσ 1=Π≤ となる当て板端部の位置を示し
ている．今回の計算例では，６枚重ねた CFRP 板の長さが鋼部材中央から 2118mm 以上のと
き， i
j










図 7.8 CFRP 板端部の接着剤に生じるせん断応力，垂直応力および最大主応力 














[MPa]   ,  , py σστ
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  (A.8)  
1l  ：左の支点から当て板左端までの距離， 
2l  ：右の支点から当て板右端までの距離， 
L  ：当て板の全長， 
s  ：鋼部材のせん断力に関する補正係数， 











 (A.9)  
式(A.9)に式(A.7)を代入すると，式(4.7)で積分範囲に crl を含まない項が 0 となり，当て板
のはく離によるエネルギー解放率は次式となる． 



















































 (A.10)  
 










crM  ：はく離先端位置に作用する曲げモーメント， 
crQ  ：はく離先端位置に作用するせん断力． 
式(A.10)から分かるように，鋼部材と当て板のひずみエネルギーから算出されるエネルギー
解放率は，はく離先端の位置に生じる曲げモーメント crM とせん断力 crQ から算出できる．
また， crM や crQ に掛かる係数は鋼部材，当て板およびそれらの完全合成部材の曲げ剛性お
よびせん断剛性で与えられる．式(A.10)から，曲げモーメントを受けるときのエネルギー解
放率は曲げ剛性の高い当て板を接着した場合に大きくなる特性がある．  
せん断力 crQ によるひずみエネルギーは曲げモーメント crM によるひずみエネルギーより
も非常に小さいため，式(4)では第 1項が支配的となる．また，接着剤の厚さが式(A.10)の vI
に与える影響も小さい．これらのことから，文献 2)では，式(A.10)のせん断力の項を無視し，











付図 4に示すように，線形弾性体の接着剤内に垂直方向応力 )(xy およびせん断応力 )(x
が作用しており，はく離長さが crl から crl だけ進展する場合を考える．座標軸 xをはく離の
先端にからの距離とすると，はく離が進展する前の状態で crlx 0 に蓄えられているモー










































)(  (A.12)  
































































lim  (A.14)  
ここに， 
IG  ：モード Iのエネルギー解放率， 
IIG  ：モード IIのエネルギー解放率． 
式(A.13)および式(A.14)において， 0crl とするとき， )(xy と )(x には接着剤のはく離
先端の垂直応力とせん断応力を代入する．一般にはく離のような鋭いクラックの先端では
応力特異点となり，接着剤に生じる垂直応力とせん断応力は無限大になる．そこで，式(A.13)
および式(A.14)の )(xy と )(x に対して，第２章，第３章で求めた当て板端部の接着剤に生
じる垂直応力およびせん断応力を代入し，エネルギー解放率を求める方法を提案する．は


























































































付図 1に示したように，両面に対象に当て板が接着された鋼部材に軸力 4.5kN が作用する
場合に，当て板端部および鋼部材切断縁から当て板がはく離するときのエネルギー解放率
を FEM解析から求め，式(5.15)～(5.17)，(A.4)，(A.6)から得られるエネルギー解放率と比較
した．鋼部材，当て板，接着剤の寸法および材料定数は付表 1 に示している．FEM 解析に
は第２章の図 2.5 と同様のモデルを用い，当て板端部に初期はく離長さ crl を与え，そこか
ら接着剤の厚さと同じ 0.5mm の微小はく離を設けたときのエネルギー解放率を求めた．初




ように Contact body3)を用いた．エネルギー解放率は，はく離先端から半径 0.01mmの経路を
指定して計算されるモード I および II の応力拡大係数 ⅠK ， IIK から，次式を用いて算出し
た． 











母材鋼板 50 12.0 200 76.9 0.30 
当て板 50 2.0 300 115.4 0.30 
接着剤 50 0.5 2.0 0.74 0.35 
 












ⅠⅠ  (A.15)  
 eEKG
2
ⅡⅡ   (A.16)  
式(5.15)～(5.17)，式(A.4)，FEM 解析から求めた全エネルギー解放率を付図 6 に示してい
る．式(5.15)～(5.17)からエネルギー解放率を求めるときには，近似解から得られる収束式
(2.32)および式(2.33)と，高精度解から得られる当て板端部のせん断応力と垂直応力をそれぞ


















   
 (a) 全エネルギー解放率 (b) モード別エネルギー解放率 
付図 6 軸力によって当て板端部からはく離するときのエネルギー解放率 
































当て板，接着剤の寸法および材料定数は付表 2 に示している．FEM 解析では，軸力を受け
る場合と同様に要素分割等を行い，初期はく離長さ crl は 0，10，25，50mmの４種類とした．
式(5.15)～(5.17)，(A.10)では，はく離長さを連続的に変化させて，エネルギー解放率を算出
した．(A.10)に用いるはく離先端位置の曲げモーメント crM およびせん断力 crQ は次式とな
   
 (a) 全エネルギー解放率 (b) モード別エネルギー解放率 
付図 7 軸力によって鋼部材切断縁からはく離するときのエネルギー解放率 


































母材鋼板 50 30.0 200 76.9 0.30 
当て板 50 6.0 200 57.7 0.30 
接着剤 50 0.5 2.0 0.74 0.36 
 












  crcr lLPM  50  (A.17)  
 PQcr   (A.18)  
式(5.15)～(5.17)のモード別のエネルギー解放率の算出には，式(3.81)と式(3.82)の eM と eQ
に式(A.17)と式(A.18)を代入することによって求めたせん断応力と垂直応力の近似解と，第
３章の高精度解から求めたせん断応力と垂直応力をそれぞれ用いた． 












付図 10 は荷重が負，すなわち下向きの荷重 kN2P が作用する場合に，固定端側の当
て板端部からはく離するときの全エネルギー解放率を示している．荷重が下向きの場合に




   
 (a) 全エネルギー解放率 (b) モード別エネルギー解放率 
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付図 10 曲げモーメントによって鋼部
材切断縁からはく離するとき
の全エネルギー解放率 
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